
１． 東日本大震災に対する災害対応特別委員会の対応

松本 精一・青山 咸康

平成２３年３月１１日１４時４６分頃，「平成２３年（２０１１年）
東北地方太平洋沖地震」が発生（政府は，この地震による災害
の名称を「東日本大震災」とした）し，地震動と津波により東
北・関東地方を中心に農地・農業用施設などに激甚な被害をも
たらした。本報では，東日本大震災における農業農村工学会災
害対応特別委員会が中心となって行った学会活動としての現地
調査団の派遣，農地塩害被害地，ため池被害施設などの現地調
査，情報共有化としてのシンポジウムなどの広報活動等につい
て報告する。

（水土の知８０－４，pp．３～６，２０１２）
地震，津波，災害応急対応，防災対策，農地塩害

２． 東日本大震災からの復旧・復興
－国からの報告－

齋藤 晴美・前田 健次

東北地方太平洋沖地震はこれまでにない長時間振動で，その
応答スペクトルは短い周期にピークがきている。この地震によ
る巨大な津波は重層的かつ広域的にがれきの堆積，農地の塩
害，沈下，陥没，液状化や放射性物質の汚染などの甚大な被害
をもたらした。このような東日本大震災に対処するため，国は
土地改良法の特例を定め，除塩事業を創設し国自らが災害復旧
ができるようにした。復旧の基本理念は農村コミュニティの再
生であり，最終的には東日本食料供給基地の再生を目標とす
る。このため，営農再開に至るまでの農地・農業用施設の復旧
の流れを示し被災地の農地を中心とした土地利用調整を進める
とともに，国直轄の災害復旧事業を進める。

（水土の知８０－４，pp．７～１２，２０１２）
東日本大震災，土地改良法，除塩，緊急応急対策，復旧

対策，災害復旧事業，土地利用調整

３． 東日本大震災による岩手県の被災状況と対応

佐々木 忍・鎌田 裕

東日本大震災津波による未曾有の大災害の発生を受け，岩手
県では，沿岸地域の被害状況を速やかに把握するため，官民協
働の「農地・農業用施設災害復旧支援隊（通称：NSS）」を発
動し，市町村に代わって被害状況調査を行った。以降，国や
３０道府県から職員を派遣していただきながら，災害復旧事業
の導入に向けたさまざまな取組みを開始した。復旧・復興の基
本的な考え方として，“可能な限り２４年春の営農再開を可能
とすべく復旧工事に着手”，“農家の意向に応じて災害復旧と一
体的に進める圃場整備の導入を推進”，“農地海岸保全施設につ
いては頻度の高い津波を溢れさせない堤防高さ，越流した場合
でも壊れにくい構造で復旧”を掲げ，一連の災害復旧対策に取
り組んでいる。

（水土の知８０－４，pp．１３～１６，２０１２）
東日本大震災，官民協働，応急復旧，なりわいの再生，

他県等職員の応援，災害査定，県営災害復旧事業

４． 東日本大震災による宮城県の被災状況と対応

雫石 和男・佐々木秀夫・廣野 修

東日本大震災は，マグニチュードが９．０という世界最大級
のものであった。宮城県沖の地震は，３０年以内にマグニ
チュード７．５～８．０級の発生確率が９９％以上と予想されてい
たが，その規模の想定をはるかに超える地震に見舞われ，甚大
な被害が発生した。そこで，東日本大震災による本県の被害の
概要と著しい被害を受けた農地・農業用施設の被害状況につい
て報告するとともに，沿岸部地域の農業生産の回復に向けて，
農業生産基盤の農地・農業用施設の早期復旧のこれまでの取組
みの一部を紹介する。また，農地・農業用施設に係る災害対応
について，初期の被害調査から応急対策，災害廃棄物対策，復
旧対策の体制，災害査定など約１０カ月間の足跡を記述する。

（水土の知８０－４，pp．１７～２０，２０１２）
東日本大震災，災害復旧，農地，農業用施設，除塩

農業農村工学会誌第８０巻第４号 報文・リポート・技術リポート内容紹介

小特集 東日本大震災の発生から１年

特集の趣旨
激甚な被害が発生した東日本大震災から１年が経過しました。国や県などの機関は，震災発生直後から緊急対応に奔
走し，復旧・復興に向けて今日まで途切れることのない取組みを続けています。その中で，農地・農業用施設の復旧，農
村地域の復旧・復興には，農業農村工学の技術領域が大きな役割を担っております。当学会員とその所属機関の活動を学
会誌上で広く会員にお知らせすることが，これからも続く被災地域の復興対策や，新たな震災の発生が懸念される地域で
の防災・減災対策に多くの知見を提供することになると考えます。
本特集では，東日本大震災の発生から１年を経て，農地・農業用施設被害の概要と各機関における対応，被災県にお
ける復興方針，さらには当学会の災害対応特別委員会の対応までを収録し，広く紹介します。



５． 東日本大震災による福島県の被災状況と対応

渡部 幸英

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災は，福島県内
で最大震度６強というきわめて激烈な地震とそれに伴う津波
被害によって内陸部，沿岸部ともに甚大な被害を及ぼした。さ
らに，原子力発電所事故の発生による住民の避難や市町村機能
の移転など過去に例のないきわめて特殊な状況の下，現在，
国，地方自治体，地域住民の一体的な取組みにより，復旧・復
興は着実に進んでいる。本報では，福島県における農地・農業
用施設の被害の概要と被災直後の応急対策，さらに復旧に向け
た対応の概要について報告する。

（水土の知８０－４，pp．２１～２４，２０１２）
東日本大震災，福島県，農地・農業用施設被害，原発事

故，災害応急ポンプ，災害支援業務，復興計画

６． 東日本大震災に対する水資源機構の対応

仰木 文男・川村 文洋・山田 英和

東日本大震災では，（独）水資源機構が管理する関東管内の
施設においても甚大な被害が生じ一部で通水不能に陥った。関
係者の協力を得て応急復旧を行い，震災後７日目で通水を再
開することができたが，これは二連管といった施設の特徴を活
かした応急復旧対応によるものである。本報では，水資源機構
の水路施設が受けた被害と応急復旧対応について報告する。

（水土の知８０－４，pp．２５～２８，２０１２）
東北地方太平洋沖地震，地震災害，管水路，付帯施設，

応急復旧対応，二連化

７． 東日本大震災に対する農村工学研究所の対応

高橋 順二・鈴木 尚登

３月１１日に発生した三陸沖を震源とするマグニチュード
９．０の巨大な地震と津波，その後の東京電力福島第一原子力
発電所の事故は，地域の農林水産業に未曾有の被害をもたらし
た。災害対策基本法に基づく指定公共機関である農村工学研究
所は，国などと連携しつつ被災調査や応急対策，復旧・復興に
かかる技術的支援を行ってきた。本報では，地域の農業再建と
いう観点から，農村工学研究所が取り組んできた農地・水利施
設にかかる地震・津波対策，農地土壌の除染対策など農業生産
基盤への対応を中心としつつ，農業生産，食品など農研機構全
体の取組みも交えて，震災対応の概要と復旧・復興の方向およ
び農業農村工学分野が連携して取り組むべき課題について報告
する。

（水土の知８０－４，pp．２９～３４，２０１２）
地震・津波対策，除染対策，放射性セシウム，地域農業

復興，合意形成，戦略的連携

（報文）
エジプト国における水利組合強化の取組み

進藤 惣治・山本 公一

エジプトでは，限られた水資源を効率的に利用することを目
的に，水利組合の育成と活動強化が進められているが，これま
で十分な成果を上げているとはいえない。筆者らは，エジプト
の現状に鑑み，水利組合の育成・活動強化には，組合活動が組
合員の利益となることを具体的に示すことが重要と考え，これ
を実践することとした。まずは，政府関係者とともに，問題分
析を行い，問題解決のための活動計画を策定するとともに，実
際に２地区において水利組合とプロジェクトの共同事業を実
施した。その結果，水利組合は組合員からの資金徴収にはじめ
て成功するなど一定の成果が得られた。

（水土の知８０－４，pp．３５～３９，２０１２）
技術協力，PIM，IMT，PRA，PCM

（リポート）
平成２３年台風１２号による三重県農地・農業用施設の被害

岡島 賢治・伊藤 良栄・加治佐隆光

安田 健二・成岡 市

平成２３年の台風１２号は，紀伊半島の広い範囲に総降雨量
１，０００mmを超える猛烈な豪雨をもたらした。紀伊半島南部で
は，河川氾濫と斜面崩壊などを中心に甚大な災害が発生した。
本報では，平成２３年台風１２号による農地災害に関して，現
地調査を行い，特筆すべき被災状況を速報の形で記述した。ま
た，輪中堤を用いた水防災事業の先駆的な地域である相野谷川
流域の浸水被害について，現地調査および記録資料をもとにそ
の状況と課題をまとめた。これらの報告・検討内容に基づき，
今後さらに詳しい調査を進めることにより，より細部に手が届
く復旧・復興につながるものと考える。

（水土の知８０－４，pp．４１～４６，２０１２）
台風，農用施設災害，三重県，輪中堤，水防災事業

（技術リポート：北海道支部）
地下灌漑を活用した乾田直播栽培の効果

小杉 裕・佐々木泰崇・山崎 祐樹

北海道の水田地帯では，経営規模が拡大し，２０haを超える
農家が増加しているが，労働力不足により規模拡大が難しい農
家も多い。北海道の主要水田地帯である空知総合振興局管内で
は，労働力削減が可能な乾田直播栽培を導入し，規模拡大を目
指す農家が増加している。本報では集中管理孔を活用した地下
灌漑による乾田直播の効果を明らかにする目的で調査を行っ
た。その結果，収量の維持・向上や労力の節減に加え，水質の
面でも効果があることが明らかになった。

（水土の知８０－４，pp．４８～４９，２０１２）
乾田直播，集中管理孔，地下灌漑，水質，労力軽減



（技術リポート：関東支部）
希少植物の移植による環境への負荷軽減対策

青柳 賢治・倉科 孝明

長野県には，日本の屋根と呼ばれる山々があり，その裾野に
広がる田園と農村がおりなす風景は，日本の原風景として，
「自然環境」と「農業・農村」との調和が大切であることを教
示してくれる。近年，環境への関心が高まるなか，多くの農業
土木技術者が，地域環境に応じた環境への負荷軽減対策に取り
組んでいる。「環境との調和への配慮」に関する事例は，広く
その情報を共有することにより，今後の参考になると考えられ
る。本報では，移植が難しいとされる「ギンランの移植」体験
に基づき，環境検討委員会からの助言，作業方法，モニタリン
グ調査結果などを交えた事例を報告する。

（水土の知８０－４，pp．５０～５１，２０１２）
環境，ギンラン，検討委員会，移植，モニタリング，事例

（技術リポート：関東支部）
周辺環境への影響を最小限にした中性系可塑性充填材

田中 徹

新設または既設構造物と地盤との境界面に発生した空洞や空
隙部を充填する材料として，従来，セメントベントナイトやセ
メントスラリー，発泡セメントモルタルなどが使用されてき
た。セメント系充填材は高アルカリ性であるため，周辺農作物
の生育，あるいは河川に流れ込んだ場合は魚介類などに悪影響
を及ぼす可能性がある。筆者らは，充填材施工に伴う周辺環境
への影響低減を目的として中性系の可塑性充填材を開発してい
る。硬化材にマグネシウム化合物および pH調整材として硫酸
アルミニウム水溶液を用いることで中性系の充填材を実現し
た。本報では，充填材の概要と鬼怒川南部勝瓜頭首工改良工事
の一部に適用した結果を報告する。

（水土の知８０－４，pp．５２～５３，２０１２）
充填材，中性系，可塑性，周辺環境保全，背面空洞，裏

込め注入，空隙

（技術リポート：京都支部）
修正重み付け関数法を用いた暗渠排水管の適正配置

間島 貴広・竹田 広希

暗渠排水における吸水渠の配置は，その効果を左右する重要
な要素である。吸水渠を標準間隔（等間隔）で配置する方法が
一般的には採られてきた。設計基準によれば，傾斜地水田では
斜面傾斜の上流側から徐々に吸水渠間隔を広げる方法が示され
ており，吸水渠間隔は重み付け関数を用いて定められる。しか
し等間隔で配置した場合，圃場の短辺長によっては下流側末端
で間隔に端数がでるため配置間隔の調整を行う必要がある。ま
た，さまざまな条件の傾斜地圃場に対して設計基準を適用した
ところ，効果的な配置とならない例も確認された。本報では，
平坦地や傾斜地のさまざまな圃場に対しても効果的な吸水渠配
置ができるよう，設計基準の手法を改良した，修正重み付け関
数法を提案する。

（水土の知８０－４，pp．５４～５５，２０１２）
暗渠排水，中山間地域，傾斜地圃場，短辺長，吸水渠間

隔，重み付け関数，設計簡略化

（技術リポート：中国四国支部）
農道整備における希少種保全への取組み

北畠 正照・安藤 光

県営単独緊急農道整備事業「垂水地区」の実施に当たり，事
業実施区域の環境調査を実施したところ，計画路線上の幹線用
水路には多種多様な生物が生息することがわかった。その中に
は希少種（アブラボテ，マツカサガイ）を確認した。本希少種
は繁殖に関して共生関係にあることから，保全対象生物に選定
し，環境配慮対策を実施した。本報では，農道整備における生
態系に配慮した取組みとして，希少種の保全を中心とした環境
配慮対策，また地域住民に対する環境保全意識の啓発に向けた
取組みについて紹介する。

（水土の知８０－４，pp．５６～５７，２０１２）
環境配慮，希少種，共生関係，環境配慮型水路，環境保

全意識

（技術リポート：九州支部）
白石平野を守る排水機場群のストックマネジメント

大宅公一郎・相浦 崇祥

白石平野は約１万 haの肥沃な農村地帯であり，大半は干拓
事業により造成された標高＋３～－１mの低平地である。通常
は有明海の干満に合わせて自然排水を行っているが，洪水時や
満潮時には２０カ所の排水機場に頼っている。しかし，老朽化
が進み，故障の頻度や補修費用が増加傾向にあるため，地区の
基幹的な排水を担っている３つの排水機場について，基幹水
利施設ストックマネジメント事業により対策工事を行った。対
策工事では，より使いやすく，長寿命の排水機場にするため，
維持管理の経験の積重ねを生かして，各排水機場の特性に応じ
た更新を行った。現在，排水機場の機器を分解し，損耗状態を
調べている。これらのデータをもとにほかの排水機場の能力低
下状況を想定し，今後の整備計画策定に役立てる。

（水土の知８０－４，pp．５８～５９，２０１２）
ストックマネジメント，リスクマネジメント，排水機

場，白石平野，維持管理

（技術リポート）
放射性廃棄物などを封入するコンクリート製容器による

放射線低減試験

万福 裕造・奥島 修二・高野 博幸・坂本 浩幸

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災を発端とする
東京電力福島第一原子力発電所事故に伴い，福島県を中心に広
範囲の農地が放射性物質に汚染された。このため，農林水産省
は，平成２３年度科学技術戦略推進費「放射性物質による環境
影響への対策基盤の確立」により，農地土壌などを対象とした
放射性物質除去技術の開発に取り組んでいる。除染に伴って生
じる汚染された土壌や植物体，放射性物質を減容化した際の残
さなど比較的高い線量を発する除去物を仮置きするために開発
したコンクリート製保管容器について，放射線遮蔽性などの実
証試験を行った。汚染土壌などを封入後の容器表層から１cm
の位置での低減率は，普通コンクリート製容器で９２％，重量
コンクリート製容器では９４％となり，おおむね想定した遮蔽
性能が確認できた。 （水土の知８０－４，pp．６０～６１，２０１２）
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